
議案第６５号

職員の給与に関する条例及び和光市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一

部を改正する条例を定めることについて

職員の給与に関する条例及び和光市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を

改正する条例を次のとおり定める。

職員の給与に関する条例及び和光市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一

部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

第２条 職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（期末手当） （期末手当）

第１７条の２（略） 第１７条の２（略）

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１１２．５（管理職手当を受ける職員にあっては、

１００分の９２．５）を乗じて得た額に、基準日

以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２７．５（管理職手当を受ける職員にあっては、

１００分の１０７．５）を乗じて得た額に、基準

日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定

める割合を乗じて得た額とする。

⑴～⑷（略） ⑴～⑷（略）

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の６２．５」と、「１００分の９２．

５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２７．５」とあるのは

「１００分の７２．５」と、「１００分の１０７

．５」とあるのは「１００分の６２．５」とする。

４～６（略） ４～６（略）



（和光市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正）

第３条 和光市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１８年条例第５号）の一

部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

第４条 和光市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改

正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該

改正後部分に改める。

改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（期末手当） （期末手当）

第１７条の２（略） 第１７条の２（略）

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１２０（管理職手当を受ける職員にあっては、１

００分の１００）を乗じて得た額に、基準日以前

６箇月以内の期間におけるその者の在職期間の次

の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。

２ 期末手当の額は、期末手当基礎額に１００分の

１１２．５（管理職手当を受ける職員にあっては、

１００分の９２．５）を乗じて得た額に、基準日

以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間

の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る割合を乗じて得た額とする。

⑴～⑷（略） ⑴～⑷（略）

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１２０」とあるのは「１

００分の６７．５」と、「１００分の１００」と

あるのは「１００分の５７．５」とする。

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用について

は、同項中「１００分の１１２．５」とあるのは

「１００分の６２．５」と、「１００分の９２．

５」とあるのは「１００分の５２．５」とする。

４～６（略） ４～６（略）

改正後 改正前

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外等） （特定任期付職員等の給与条例の適用除外等）

第９条（略） 第９条（略）

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条の２
第２項の規定の適用については、同項中「１００
分の１１２．５（管理職手当を受ける職員にあっ
ては、１００分の９２．５）」とあるのは「１０
０分の１５７．５」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条の２
第２項の規定の適用については、同項中「１００
分の１２７．５（管理職手当を受ける職員にあっ
ては、１００分の１０７．５）」とあるのは「１
００分の１６７．５」とする。

３・４（略） ３・４（略）

改正後 改正前



附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条及び第４条の規定は、令和４年４

月１日から施行する。

令和３年１１月２４日提出

和光市長 柴﨑 光子

提 案 理 由

職員の期末手当の支給割合を改正したいので、地方公務員法第２４条第５項並びに地方

自治法第９６条第１項第１号及び第２０４条第３項の規定により、この案を提出するもの

である。

（特定任期付職員等の給与条例の適用除外等） （特定任期付職員等の給与条例の適用除外等）

第９条（略） 第９条（略）

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条の２
第２項の規定の適用については、同項中「１００
分の１２０（管理職手当を受ける職員にあっては、
１００分の１００）」とあるのは「１００分の１
６２．５」とする。

２ 特定任期付職員に対する給与条例第１７条の２
第２項の規定の適用については、同項中「１００
分の１１２．５（管理職手当を受ける職員にあっ
ては、１００分の９２．５）」とあるのは「１０
０分の１５７．５」とする。

３・４（略） ３・４（略）


